
１．地方創生に向けた改革
実施項目 目標年度 担当課 実施内容

ア．待機児童をつくらないための計画作成 H30 教育委員会

・川辺町子ども・子育て支援事業計画(平成27～31年度)に沿って諸施策を実施
中。毎年度こども園や放課後児童クラブの入所ニーズを把握し、当該計画の見直
しを行うとともに受け皿の確保等を進め待機児童の解消に努めている。平成30年
度に「北小学校児童クラブ」を新設した。

イ．乳幼児教育の充実 H30 教育委員会

・毎年度、未就園児とその保護者を対象に家庭教育学級を開設し、子どもの基本
的生活習慣や自立心、自制心、道徳観などが育まれるよう家庭教育を支援してい
る。
・平成29年度からは町内３保育所を「認定こども園」に移行するとともに、平成
28年度に策定した「就学前教育・保育カリキュラム」による乳幼児教育の充実を
進めている。

ウ．地域の子ども達が自主的に集う場づくりの支援 H30 教育委員会

・「ちびっこ広場整備補助事業」制度による地域の小公園遊具施設整備に係る支
援を実施している。
・平成29年度の後期に、各小学校内で「放課後子ども教室」を実施したが、人材
及び組織不足により、平成30年度以降の実施は難しいと判断し、事業の実施を中
止した。

エ．多世代同居、近居の支援 H29 企画まちづくり課

・平成29年度から定住助成金制度を変更し、多世代同居・近居の支援を行ってい
る。
（従前：固定資産税3年分→変更後：一律10万円に同居・近居加算10万円、町内事
業所建設加算10万円）

ア．婚活事業を実施する団体等への支援 H29 教育委員会

・平成29年度から婚活イベントを年１回開催しており好評を得ている。
・団体等への支援では、平成30年度に「結婚支援事業の同窓会補助事業」の実施
のため、川辺町同窓会支援補助金交付要綱を策定した。町ホームページへの掲載
等により、事業の活用推進のため引き続きＰＲに努める。

ア．農業指導者として未経験者の指導 期間中 産業環境課

・平成28年度に農業を支える人づくり事業を創設し、7名の指導者登録を行った
が、3年間派遣実績がなかったため次年度以降は廃止する。平成31年度以降はモデ
ル事業として畦畔の管理作業についてＪＡとの協働により実施できる体制を整備
する。

(１)ひとを育む取り組み

③シルバー世代が活躍できる環境の充実

①子育て環境の充実

②婚活支援の充実
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ア．創業支援制度の構築 H29 産業環境課

・川辺町中小企業・小規模企業振興基本条例を制定(H28年12月16日から施行)。
・産業競争力強化法に基づく創業支援事業計画の認定を受ける(H28年12月26日)。
また、ビジネスに関する相談窓口として、よろず支援拠点を設置(H29年5月)。
・よろず支援拠点を継続設置。依頼していた岐阜県産業経済振興センターより川
辺町等のよろず支援拠点を平成30年度にて閉鎖し、美濃加茂市や可児市に統合す
るとの通知有。

イ．雇用促進助成制度の構築 H29 産業環境課

・川辺町雇用促進助成金交付要綱を制定（H29年4月1日から施行）
・町民の雇用の確保と雇用従業員の地元定住の促進のため、町民等を従業員とし
て雇用した事業者に対して「雇用促進助成金（10万円/名）を交付。
・川辺町雇用促進助成金の受付（H29雇用分本申請5件、H30雇用分前報告13件受
付）
実施期間：H29年4月1日～H32年3月31日までに従業員を雇用した事業者を対象

ウ．プレミアム商品券の継続 期間中 産業環境課
・プレミアム付商品券、額面1,000円券11枚500円券1枚を1シート1万円で販売。
販売方法・販売日：当日販売のみ　平成30年7月28日
利用期間：平成30年8月1日～平成31年1月31日まで

エ．企業誘致の積極的な情報収集と支援 期間中 産業環境課

・川辺町工場立地法に基づく準則を定める条例を３月議会に上程し緑地面積率等
の規制緩和（緑地面積率20％→5％　環境施設面積率25％→5％　重複緑地算入率
25％→50％）を実施（平成31年4月1日より施行。）
・引き続き情報収集に努めており、相談事案については積極的に支援をしてい
る。

ア．地域活性化の人材づくり（地域おこし協力隊等）の研究 H30 企画まちづくり課

・「地域おこし協力隊」は地域要件を満たさないため国の財政支援の対象外だ
が、未来投資会議などまちづくりに関する取り組みの中で関わることのできた商
工農林業や教育など様々な分野や地域で活躍している方々を巻き込んで、まちづ
くりに関する町民向け講座やワークショップ開催に向けた研究を続ける。

イ．まちづくり協議会設立の検討 H29 企画まちづくり課

・人口減少や高齢化によりこれまで住民自治を支えてきた地域の自治会や町民団
体の継続が困難になりつつある中で、これを解決すべく新たな多機能型の地域運
営組織、まちづくり協議会を検討したが、実態とニーズ把握、必要性が網羅でき
ていないため当面は協議会の設立を見送り、情報収集と研究を継続していく。

ウ．地域おこしにつながる事業を企画する団体や民間事業者の支援 期間中 企画まちづくり課

・ふるさと愛好会が次世代への文化伝承などを目的として始めた里山整備によっ
て、その派生効果で町外から多くの登山愛好家が訪れていることから、新たな観
光資源として位置付け、町内各所の里山保全活動を進めている団体を支援するた
め30年度から補助金を交付。

①交流人口の拡大

(２)しごとをつくる取り組み
①起業・創業の支援と既存産業の振興

(３)川辺に呼び込む取り組み
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エ．スポーツイベントによる地域活性化 期間中 企画・教育

・清流レガッタや全国中学生新人ボート大会では、おもてなしとして特産協の出
店を行いイベントを盛り上げた。
・八坂山の登山イベントを企画し、町の観光資源でもある山をPRすると共に、関
係団体の活性化に貢献した。

オ．登山道の整備と観光資源化 期間中 産業・企画

・平成28年度に米田富士、平成29年度に鬼飛山、平成30年度には遠見山の登山道
を整備した。平成31年度以降も遠見山周辺景観整備を実施する予定。登山道整備
後は、小中学校の授業に活用したり積極的にトレッキングイベントを実施してい
る。

ア．空き家バンクの活用 期間中 企画まちづくり課
・H29.2に空き家バンクを立ち上げ、平成30年度迄に23件を登録し、15件売買・1
件賃貸が成約した。現在、問い合わせ多数。

イ．空き家活用のための支援制度の構築 H29 企画まちづくり課
・平成29年度から空き家バンクに登録した空き家のリフォーム費用及び家財処分
費の1/2(上限100万円)の補助制度を創設した。

ウ．低未利用地の住宅地整備の推進 期間中 企画・基盤
・地籍調査の実施により、土地にかかるトラブルの未然防止と土地取引の円滑化
に寄与した。

ア．防災資機材倉庫の配備 H29 総務課 ・防災資機材倉庫設置済み

イ．業務継続計画（資源制約下に業務を適切に行うための計画）の策定 期間中 全課
・「川辺町業務継続計画」を策定した。
・防災関係の制度改正等による字句等の修正をした。
・「川辺町災害時医療救護計画」を策定した。

ウ．受援計画（援助物資の受け入れのための計画）の策定 期間中 総務課
・県内市町村の計画を参考に素案作成中。
・支援物資集積場所と指定避難所が同一施設（海洋センター）では不都合がある
ため、支援物資の集積場所及び避難所等の再検討を行う（平成31年度）

エ．災害時応援協定の充実、大規模災害時の必要資材調達方法の検討 期間中 総務課
・災害時応援協定締結した（バローホールディングス、ゲンキー）。
・避難所、支援物資の集積場所等、新規の協定締結先を検討する。

②移住・定住人口の拡大

(４)安心をつくる取り組み
①災害に強いまちづくり
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オ．防災訓練の充実 期間中 総務課

・地域と行政が連携した「総合防災訓練」を実施した。
・今後は既存総合防災訓練と防災意識の向上を目的とした防災フェア（講演会）
を隔年毎で実施する。（平成30年度～）
・女性団体、乳幼児学級など特定の年齢層、団体等をターゲットにした防災講座
を実施した。（通年）

カ．自主防災組織の支援 期間中 総務課
・かわべ防災の会への運営支援を実施した。（通年）
・ふれ愛まつりでの防災啓発活動や、各地区において防災教室を実施した。

ア．交通安全・防犯団体への支援 期間中 総務課
・交安協川辺支部と連携し、交通安全啓発事業を支援した。
・生活安全推進協議会と連携し、安全安心、防犯事業を支援した。

イ．通学路点検の充実 期間中 基盤整備課
・通学路交通安全プログラムに基づき、通学路の合同点検を実施し、計画に基づ
きカラー舗装や防護柵などを設置した。

ア．定住自立圏事業の推進と新たな事業の研究 期間中 全課
・顧問弁護士活用事業で弁護士相談を活用した。
・１市３町（美濃加茂市、坂祝町、富加町、川辺町）で広域消費生活相談室を設
置し対応した。

②交通事故・犯罪が少ないまちづくり

(５)まちをつなぐ取り組み
①定住自立圏の連携による地域課題の解決と地域活性化
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２．行政経営改革
実施項目 目標年度 担当課 実施内容

ア．地域情報番組の充実 期間中 企画まちづくり課

・番組内容の充実と向上を目指し、番組審議会を設置し、意見や要望の把握・反
映を行った。老若男女様々な方の意見を伺うことで、多様な視点から番組作りを
進めることができた。

イ．ケーブルテレビ加入者増加に向けた取り組み 期間中 企画まちづくり課
・平成31年2月末現在の加入率は51.7%である。視聴者のニーズにあった番組内容
にしていきながら、加入者増加を目指す。

ウ．ホームページのリニューアル H29 企画まちづくり課

・閲覧者にとって、見やすい使いやすいデザインとするとともに、どなたでも分
かりやすいホームページとするようウエブアクセシビリティに配慮した構成とし
た。また、スマホやタブレットなどの情報端末へも対応したホームページを構築
した。

エ．すぐメールかわべ登録者増加に向けた取り組み H30 企画まちづくり課

・スマホユーザーが手軽に登録できるよう、広報かわべ表紙にQRコードなどを継
続して掲載した。また、小中学校保護者が登録することで、総登録数が上昇し
た。

オ．ホームページやフェイスブックを活用した効果的な情報発信 期間中 企画まちづくり課

・閲覧者の関心の高い「空き家」情報のバナーを作るなど、情報を見つけやすい
ページとすることでアクセス数の向上を図った。また、町フェイスブックをツ
イッターをトップページに配置し、常に新しい記事を視覚的に把握できるような
デザインとした。

ア．自治会等に対する横断的な補助制度の構築 期間中 企画まちづくり課

・自治体存続危機の問題もあるため、金銭的な補助以外も含め検討中
・平成30年度より自主的なまちづくり団体（ふるさと愛好会等）への補助を実
施。

ア．事務事業一覧表の作成 H29 全課 ・事務事業一覧表を作成済

(２)業務の見直しとサービスの向上の取り組み
①事務事業一覧の作成による業務の見える化の実施と公表

(１)町民との協働、民間活力の活用の取り組み
①行政情報の積極的な提供

②地域の自主的なまちづくり活動に対する支援制度の構築
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イ．一覧表公表による住民サービスの向上 H29 全課 ・ホームページに事務事業一覧表を公表した。

ウ．業務の明確化による役場業務の整理 H29 全課 ・事務事業の把握、見直しを行う。

ア．定型業務のマニュアル作成 H29 全課 ・定型業務のマニュアル化に努めた。

イ．事務の標準化による業務量の軽減 期間中 全課 ・起案書記載内容、資料添付の標準化

ア．文書の総点検 H29 全課 ・文書分類番号に基づき書類を作成し、各事業毎に文書を管理・保管している。

イ．永年保存資料の整理と書庫スペースの確保 H29 全課 ・保存期限経過文書の廃棄処理を年度末に実施。

ア．電子ファイルの整理 H29 全課 ・不要な電子ファイルを削除し、業務毎にデータを分類保存した。

イ．保存文書の電子データ化によるスペース確保 期間中 全課 ・永年保存文書のデータ化を検討する。

ウ．電磁記録文書の取り扱い強化によるセキュリティ向上 H29 企画まちづくり課
・川辺町セキュリティポリシーの全部改訂により、取り扱い規程を強化してい
る。

④文書セキュリティに配慮した電磁記録文書の適切な管理

③情報公開に対応した文書管理と保存文書の整理

②業務マニュアルの作成による業務の標準化
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ア．効率的な事務処理を進めるための組織再編の検討 期間中 総務課
・組織の統廃合、新設を含めた組織再編（案）を平成31年3月議会に上程（条例、
予算）し、平成31年4月1日から新たな組織で行財政運営を実施する。

ア．職員数100人を基準としつつ、組織再編や住民ニーズによる適宜見直し 期間中 総務課

・定年退職、自己都合退職による職員の減を基準にして職員採用試験を実施し
た。（7月、9月）
・他団体（近隣、類似団体）などの部門別職員数を調査した。
・会計年度任用職員制度への移行による嘱託職員の現状把握を実施した。
・分課（H31年度～）　関係予算、条例を3月議会上程

イ．早期退職制度・希望降格制度の活用 期間中 総務課

・「川辺町定年前に退職する意思を有する職員の募集等に関する条例」に基く早
期退職の募集を実施した。
・希望降格の対象者を見直し、家庭の事情（介護等）や職責等を果たすことが困
難な職員に対し、昇給・昇格と併せ周知した。（平成29年度）

ウ．嘱託職員の適正配置 期間中 総務課
・嘱託職員（障がい者雇用専用枠含む。）の募集を実施した。
・人員不足等の課に嘱託職員を配置した。
・正規職員と嘱託職員の業務分担による適正な人員配置の検討（平成30年度）

ア．職員研修計画に基づく計画的な研修の実施 期間中 全課
・市町村研修センターを活用した研修計画を策定した。
・新規採用、昇格者等、階層別、人事評価者、ハラスメント研修を実施した。

イ．他の行政機関や団体などへの派遣 期間中 全課 ・県との人事交流実施（平成30年度～）

ウ．国保、介護、後期高齢など広域行政への派遣 期間中 全課
・後期高齢医療広域連合派遣1名（平成27年度～平成29年度）
・介護認定審査会派遣1名（平成30年度～平成32年度）

(３)組織改革と定員管理適正化の取り組み

①計画的な職員研修による人材の育成と体制づくり

①効率的な事務処理を進めるための組織再編の検討

②事務事業の検証と職員・嘱託職員の適正配置

(４)人材の育成とその活用の取り組み
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ア．他団体・民間の採用方法の研究 期間中 総務課
・専門職、技術職等の求める人材の職務に応じた採用を実施した。（平成30年1
月）

イ．技術職員、保育士確保のための研究 期間中 総務課
・技術職職員採用に対する試験を実施した。
・保育士の処遇改善（平成31年度）　関係予算、条例を3月議会上程

ウ．保育士の処遇改善の検討 期間中 教育委員会
・こども園が求める人材について検討した。
・福祉職給料表を3級制から4級制への見直した。（平成31年度）　関係予算、条
例を3月議会上程

ア．フォローアップ、面談を利用した職員指導 期間中 全課

・年度当初に上司と面談し、個人目標を決定した。
・事業の進捗状況に応じ、随時面談し、助言指導を実施した。（個別面談、複数
面談）
・中間面談を実施した。

イ．人事評価制度の適切な運用を目指した研修会の開催 期間中 総務課
・外部委託による派遣講師による評価者研修を実施した。
・幹部職員への昇格者に対する研修受講の義務づけ

ア．業務に必要な資格取得支援 期間中 総務課 ・各種資格取得支援研修等を職員へ案内し、対象者を支援した。

イ．職員の自主研修の経費支援 期間中 総務課 ・資格を取得した職員に対し、自主研修等助成要綱に基づき対象者を支援した。

ア．市町村間での人事交流の検討 期間中 総務課
・保育教諭の人事交流を実施した。（平成29年度～）
　　※平成30年度からは富加町との2町間交流。

③人事評価制度を活用した職員の指導と育成

④資格取得など職員の自主的なスキルアップ支援

⑤他市町村との人事交流

②人材確保のための多様な採用方法の検討
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ア．清掃作業の励行 期間中 全課
・毎朝事務所内の清掃を実施した。
・文書保管庫等についても適宜清掃を実施した。

イ．資材保管場所の確保 期間中 全課 ・保存期間を経過した文書を廃棄することで保管場所を確保した。

ウ．不要書類・物品の整理 期間中 全課 ・不要書類の廃棄を実施した。

(５)職場環境改善への取り組み
①書類保管庫の整理と保管場所の確保
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３．財政経営改革
実施項目 目標年度 担当課 実施内容

ア．検討会議の開催 期間中 教育委員会

・小学校施設については、「川辺町小学校将来構想策定委員会」を平成28年度に
設置し、平成29年度までの間に計9回にわたり審議を重ねた。最終の平成30年3月
には将来の小学校のあり方についての『提言書』を取りまとめ町教育委員会へご
提出いただいた。平成30年度においては、『提言書』を最大限尊重しつつ町教育
委員会で素案を作成。同31年度ではその素案を土台として、将来計画策定委員会
を設置して、計画の具現化を図る。

イ．住民意見の集約 H33 教育委員会

・「川辺町小学校将来構想策定委員会」での審議に平行して、町民説明会(3回)、
こども園保護者説明会(5回)、小学校保護者説明会(3回)、町長と語る会(1回)を開
催し、広く住民からの意見を聴き集約に努めた。集約した意見は、『川辺町小学
校将来構想策定委員会』での審議の場で順次報告した。
・平成31年度の小学校将来計画策定委員会による具体案について、翌2ヶ年におい
て、保護者や教職員、住民への説明会を開催して、意見の集約を図る。

ア．国民健康保険特別事業 期間中 住民課 ・平成30年度から県が運営主体となっている。

イ．介護保険特別会計 期間中 住民課 ・平成30年度からの第７期介護計画の策定を完了済。

ウ．後期高齢者医療特別会計 期間中 住民課 ・広域連合と連携して実施中。

エ．下水道事業特別会計 期間中 基盤整備課
・下水道事業経営戦略プランを策定済み。H32年度からの公営企業化に向けてて準
備中

オ．農業集落排水事業特別会計 期間中 基盤整備課
・農業集落排水事業経営戦略プランを策定済み。H32年度からの公営企業化に向け
てて準備中

カ．水道事業会計 期間中 基盤整備課
・H29年度に川辺町水道事業経営戦略を策定済み。H27年度から加茂地域１市３町
（美濃加茂市、坂祝町、富加町、川辺町）で広域化を検討中。

キ．公会計制度による財務諸表の公表 期間中 総務課 ・平成29年度までに全体財務書類及び連結財務書類を作成し、公表済み。

(１)財政運営全般に対する取り組み
①教育施設の将来構想の検討

②各会計の運営・経営改善に向けた取り組みの検討
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ア．遊休町有地の活用及び売却 期間中 総務課 ・公有財産売却のため一般競争入札を実施

イ．ギャラリー山惠の利活用の推進 H29 教育委員会

・山田健吾氏作品の常設展示のほか、川辺かるた原画展、小中学校夏期作品展や
個展の開催、隣接する酒造業者さんのイベントに合わせた開館などにより活用と
集客に努めている。今後は更なる活用を目指し、町民の作品等の発表の場として
の活用を進める。

ウ．農業用ため池の今後についての検討 H33 基盤整備課 ・廃止等も含め検討中

ア．特定目的基金の有効活用 期間中 総務課
・果実運用型基金を取り崩し型基金に見直し、基金の有効活用を図った。
・社会福祉振興基金の廃止　廃止条例を3月議会上程

イ．基金運用による財産収入の確保 期間中 会計室
・基金の一括運用化や債券による運用を進めており、安全かつ有利となる運用に
努め、運用収入の確保を図っている。

ア．B&G海洋センターの指定管理検討 H31 教育委員会

・平成30年度では、指定管理の手法やメリットの情報収集をした。特にプール運
営に係る業務について検討した結果、利用者数や施設の状況及び現在の利用料金
設定では、指定管理の方法による利益が見込めず、実現が困難な状況である。他
の社会体育施設の管理を含め、今後も川辺町に合った施設運営方法を検討すると
ともに、現在の運営方法・状況の改善と指定管理下での施設運営方法を探る。

イ．特定業務について指定管理・民間委託の検討 期間中 全課
・検針業務の民間委託の拡充(水道課)
・平成29年度～学校給食及びこども園給食の民間委託開始（教育委員会）
・平成30年度～西小児童クラブ、北小児童クラブの委託開始(教育委員会)

ア．横断的な滞納整理組織の検討 期間中 全課
・横断的に連携し債権管理に努めている。（川辺町収納率対策検討委員会は設置
済だが、組織、マニュアル等の見直しを図っている。）

⑤指定管理者制度の活用について継続的に調査研究

(２)歳入確保の取り組み
①収納率の向上と滞納額の減少

③公共施設の有効活用の検討

④特定目的基金の整理統廃合の検討
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イ．専門知識を得るための研修の実施 期間中 全課 ・債権回収研修等に積極的に参加している。

ウ．差押え、競売などの処理をマニュアル化 H29 全課 ・横断的（川辺町収納率対策検討委員会）に連携しマニュアル化に努めている。

エ．納税相談窓口の充実 期間中 全課
・横断的（川辺町収納率対策検討委員会）に連携し納税相談窓口の充実を図って
いる。

オ．コンビニ収納の推進 H31 全課 ・主要な債権については、ほぼコンビニ対応とした。

ア．私債権の処分方法の検討 H30 全課 ・横断的（川辺町収納率対策検討委員会）に連携し債権の処分方法を検討中

イ．債権管理ルールの明確化 H30 全課
・横断的（川辺町収納率対策検討委員会）に連携し債権管理ルールの明確化に努
めている。

ア．寄付を推進するＰＲ等の実施 期間中 総務課
・インターネットを活用したふるさと納税のPRを実施し、クレジットカードや各
種支払い方法を増やすことにより、多くの寄附を集めた。

イ．謝礼品の調達による町内業者の振興 期間中 総務課
・川辺町の特産品を謝礼品に設定し、川辺町の産品のPR及び事業者間連携等を実
施した。

ア．負担金、手数料、公共施設使用料の適正額算出 H29 全課
・既存手数料等を近隣市町村の情報等を踏まえて適正額算定及び検討会を実施し
た。

イ．軽減、減免規定の見直し H29 全課 ・軽減、減免規定の見直しを検討中

②私債権の未納処理を検討と不良債権の処分

③ふるさと納税制度を利用した歳入確保

④公共施設使用料、各種手数料、負担金の見直し
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ア．行政経費の不断の節減 期間中 全課
・日常業務の中で経費節減を図っている。
・公用車一括管理を実施した。（平成30年度～）

イ．補助金等の適正額の算出とチェック機能の強化 期間中 全課

・財政援助補助金にあっては、事業計画や団体の財政状況を精査し補助金交付事
務にあたるとともに、その効果についても検証し不断の見直しに努めている。
・事業補助にあっても対象経費の精査を励行し、適正な執行事務に努めるととも
に不用額にあっては精算している。

ア．計画に基づいた財政計画の作成 期間中 総務課
・実施計画をもとに財政計画を作成した。
・大きな施設更新を控える教育施設を中心に精度の高い個別計画を作成し、財政
計画に反映させる。（平成28年度～）

イ．公共施設等総合管理計画の方針に沿った個別管理計画の作成
（長寿命化・統廃合等）

期間中 総務課
・個別管理計画を総合管理計画にフィードバックし、費用を平均化する。（平成
31年度～）

ウ．個別管理計画の変更に対応した全体計画の見直し 期間中 総務課
・毎年、個別施設の修繕などをヒアリングし、全体計画を見直しする。（平成32
年度～）

①物件費、補助費等の歳出削減への継続的な取り組み

②公共施設等総合管理計画に基づいた計画的な施設管理と町有インフラの維持管理費用の平準化

(３)歳出削減の取り組み
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